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はじめに
　
本稿は、地方自治体における人事異動を考察する枠組みを設定する予備的段階として、これまであまり注目され
てこなかった地方自治体における異動
）（
（
の実態をデータに基づいて把握する試みである。
　
およそ公的組織に関わる実務家や研究者の間で、 「人事行政は基盤行政」 （辻
 一九九八）であるとして、その重
要性は広く受け入れられていると言えよう。
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しかし、このような認識がありながら、人事研究全般の傾向として、人事の実態が分析対象とされることは非常
にまれである。実際に人事研究で蓄積が進んでいるのは、主に公務員制度に関する研究である。また、人事の実態を研究対象としているものであっても、その主たる関心は昇進に当てられており、異動に関する研究は非常に少ないと言わざるを得ない　
さらに、人事研究の関心は国家公務員、特にキャリア官僚へと向けられることが多かった。広く人事に関する研
究を眺めてみても、その研究対象として地方公務員が選択されて 例 非常 少ないのである。　
このような先行研究の状況において、地方公務員の人事異動の実態に迫る研究には二つの意義があると思われる。
第一に、これまで地方公務員の人事異動の 態 関する通説的な見解を、データを用いて実証的に検証するということである。そもそも人事データを用いて異動の実態を明らかにする研究の数が非常に少ないため、事例分析の蓄積それ自体に一定の価値があると思われる。　
より重要なこととして、第二に、新たな人事政策や制度が導入された効果を明らかにするためには、異動を含め、
人事の実態を明らか する必要がある いうことである。近年、行政学研究 おいて、ある制度や政策の導入がかなる効果をもたらすのか 着目する研究が増加しており、さらにその研究成果から政策的含意を述べる研究も多くなる一方で、人事行政の分野では、さ ざまな政策や制度が鳴り物入りで導入されるものの その効果について論じるものは少ない。確かに、人事行政が「基盤行政」であるがゆえに、徐々に人事構造 影響を与え ため、厳密な検証が困難であるということも否定 きない。しかし、そうであるからこそ 人事の実態を 確に捉 その構造を規定す 要因を分析する枠組みをもっておかなければ、 ざ効果の分析 入ろうとしても、断片的な分析しかできないであろう。
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確かに、本稿は、一定の政策や制度の導入による人事の変化を捉える研究とはなっていないが、まずもって複雑
な人事の実態を捉えるという作業それ自体、いかに行うべきか定まった議論は存在しない。換言すれば、行政学研究者は を的確に 理論を未だ持ち合わせていないのである。そこで本稿では、将来的に、独立変数としての新たな人事政策や制度が導入された効果を測定する際に参考になるよう、従属変数 ある人事の実態をなるべく正確に把握することに努めることとする。　
本稿の構成は以下の通りである。まず二において、上述のような先行研究の状況を整理し、本稿の課題を提示す
る。三では、本稿が分析対象とする人事データを収集した岡山県のコンテクストを概観し、収集したデータについて説明を行う。そして四で計量分析を行う。最後に、本稿で明らかになった知見をまとめ、今後の展望を示す。二
　
先行研究の整理・本稿の課題
　
１
　「総合行政の担い手」としての地方公務員
　
上述のように、地方公務員の異動に関する研究 非常に少ない。特にデータを用 実証的に異動の実態を明ら
かにした研究はわずかな例外
）（
（
を除いて、存在しない。このように実証研究が不足している中、一般的に地方公務員
はジェネラリスト的に異動すると考えられている
）（
（
。総合行政主体である自治体の職員は、いかなる事務もこなす必
要があると考えられており、幅広い部門を経験させ 自治体が多い。例えば、新井・澤村（二〇〇八）は、人事データを単純にクロス集計し、県庁職員の異動 分析している。これによれば、異動の幅の広狭は採用区分（上級・
三四七
自治体における人事異動の実証分析

（都法五十六
-
二）
初級）により異なるものの、通念的なジェネラリストの概念に沿う結果となっている。中嶋・新川（二〇〇四）は、自治体に対してアンケート調査を行った結果、 「なるべく以前配属されたこ のない部門へ、部門をこえて幅広く人事異動が行われ いる」ことを明らかにした
）（
（
。
　
また、直接に地方自治体職員の異動に関する研究ではないが、日本の経済システムを理論的に分析した青木（一
九九二）によれば、日本型組織においては、内部労働市場において、幅広く異動を行い、当該組織特有の「文脈的技能」を習得するインセンティブがある 。青木の議論は日本型組織一般を対象になされており、地方自治体組織においても成立すると考えられよう
）（
（
。このように、地方公務員は幅広くジェネラリスト的に異動し
ていると考えられているのである。　
２
　
人事異動分析視角としての「幅広い専門性」
　
人事異動が幅広くジェネラリスト的に行われているとして、その実態が、組織あるいは、異動する個人にとって
いかなる意味を持つのか。このような問題関心から、経営学においては大卒ホワイトカラーの異動研究が積み重ねられている。　
小池（一九九一）は日本の様々な産業の大企業および中企業六〇社に対し聞き取りを行い、日本の大卒ホワイト
カラーのキャリアを調査している。これによれば、ホワイトカラーはジェネラリスト的に異動していると 通念を覆し、大卒ホワイトカラーも、専門性を涵養するための異動をしているとされる。彼ら 「幅広い専門性」を備えており、それは、異なる専門領域間 飛び越えた異動では く、基本的には特定の専門領域の中での幅広い異動で
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身につくのである。例えば、商社の場合、各商品群が専門領域である。この商品群の中で、個別の商品を担当したり輸出入など異なる取引形態を担当したりするということである。また、一見すると専門領域を飛び越える異動も、個々人の核と る専門領域に習熟するため 異動であると指摘する。このように日本の大卒ホワイトカラーは専門性の獲得という目的をもって異動してい と結論付けられている。　
このような経営学における「知的熟練論」の影響を受け、近年、中央省庁における人事異動を技能形成と結び付
けて分析をした研究が現れている。驛賢太郎によ 一連 研究（二〇一三ａ） （二〇一三ｂ） （二〇一四）は 大蔵省、財務省、金融庁の 事データ 分析し、ジェネラリストとしての性格を強調されてきたキャリア官僚も、特定の職務領域（ 「省内カンパニー」 ） 中心に するスペシャリストとし の側面が とを指摘した。さらに、一定 政策分野と「人事ユニット」が結合した「省内カンパニー」におい 特定の専門性を有するキャリア官僚を再生産することで、時々の政策課題に対応した幹部を輩出し、組織の評判を高め組織 存続を図っ いるとする。　
３
　
先行研究の問題点
　
これまで見てきた先行研究には、大きく二つの問題点を指摘できる。第一の問題点は、地方公務員の人事異動に
関する研究がそもそも不足しており、実証性が不十分であるという点である。地方公務員 人事に関 研究は、主に公務員制度へと向けられおり、人事の 態の分析が試みられた例は数少ない。実態に着目する研究であっても、地方公務員は「ぬるま湯」に浸かって年功序列的に昇進をしていくという通念的 理解を覆すために、昇進のスピードやタイミングを分析しているのである
）（
（
。また、数少ない異動に着目した研究であっても、データを単純にクロ
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ス集計しただけで、異動の傾向をジェネラリスト的、あるいはスペシャリスト的であると結論づけているものが多い。　
第二の問題点は、地方公務員の人事異動に関する研究が、 「知的熟練論」に影響を受ける形で、異動の目的を技
能形成に限って分析 ている点である
）（
（
。人事異動は様々な要因により規定され、その結果として、我々が観察でき
る異動という結果が現出する。例えば、異動を通じて達成しようとする目的について考えてみると、各人 業務の適合性、組織内 おける労働力の調整、各人の技能形成など、様々な配慮が働く
）（
（
。このように複雑な要因が絡み合
う人事異動という現象を理解しようとす 場合 技能形成という観点からのみ分析し説明可能なことは、人事異動とい 現象の一側面に過ぎない可能性があると言えよう。言い換えると、先行研究は地方公務員の異動を適切に分析する視角を欠いているのである　
このように先行研究において、地方公務員の異動実態の研究が不足している要因には、まず、データの収集のコ
ストが挙げられよ 。また、人事異動をどのように分析 のか適切な枠組みが存在 ていないことも一因であるように思われる。そのため、地方公務員の異動研究が少ないながら存在するものの、散発的なも に留まり、研究が蓄積されないのであ 。加えて、行政学 おけ 人事の研究が、政官関係 文脈で国家公務員のキャリア組の分析に向かう傾向があることも、地方公務員の異動実態の解明 おろそかになった要因であろう。政治家による人事への直接介入という、 わば政官関係の「病理」へと議論が向けられる一方、政治家による潜在的な影響力を受けた、いわば「生理」としての人事の実態には注目が集まらなかったのであ 。　
そこで、本稿では、独自に収集した岡山県幹部職員の人事データを、①個人レベルのキャリア、②組織レベルの
キャリアに分けて実証的に分析する。この分析では、先行研究がもつ実証面で 問題を克服すべく、統計的手法が
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採用される。さらに、異動と技能形成とを関連付ける分析視角の妥当性を検討することとする。加えて、人事異動がいかなる要因に規定されているかを分析するためには、いかなる要因を考慮すべきか試論的に述べることとする。三
　
データ
　
本稿は、一九九六年～二〇一二年（石井正弘県政）の間に、岡山県において部長級の職にあった者を対象に収集
した人事データを使用して計量分析を行う。三ではそれに先立ち、分析対象を選択した岡山県の政治的環境や行政組織のコンテクスト 確認 おく。次いで、データについて説明を行う。　
１
　
データのコンテクスト
　
地方公務員の人事異動は複雑な要因により行われている。その種々の要因は、人事がなされる組織の置かれたコ
ンテクストに制約を受ける。そこで本稿が分析対象とするデータがいかなるコンテクストの中で生成したのかを確認する。　（１） 政治的環境　地方自治体は二元代表制を採用している。この制度の下では、大統領制に類似して、首長と自治体議会の議員が
住民により選出される。しかしながら、地方自治体における二元代表制は大統領制とは異なる特徴を有し いる。
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具体的には、条例案や予算案の提出権、議会の招集権、解散権が首長に与えられているのである。つまり、首長と議会、二つの代表機関の対立関係を想定しているものの、首長に対して非常に大きな権限を与える制度となっている。さらに、首長 執行機関として、自治体の行政を統括する包括的な権能を有している。上述 条例案、予算案の提出権や、規則制定権 職員 人事権 組織編成権などである。　
加えて、首長と議会の関係性も自治体の政治的環境要因として重要である。二元代表制下において、いかに首長
の権限が強大であっても 議会には首長を牽制する権限が与えられてい すなわち、 の提案に対する各種議決権 行使である。条例案や予算案も議会において議決 経なければ成立せず 議会は「拒否点」として影響力持つ。しかしな ら、各種の議決権には首長によるオーバーライド 可能性が留保されているため、より首長への影響力が大きいのは特別職人事 選任同意権であろう。この 限により、首長に対して揺さぶりをかける事例も散見されるところである。　
このように、首長に広範な権限が与えられており、かつ、首長─議会の機関対立が前提とされてい ため、首長
および、首長―議会関係が地方公務員の に対して影響を及ぼす可能性を考慮する必要があると考えられよう。　
そこで、 な一般的な理解を基に、岡山県の政治的環境を見てみよう。岡山県における政治的環境の特徴
を一言で言えば 戦後一貫して非常に安定していたということである。まず、知事の特性についてで 。戦後の民主化により知事が公選に切り替わって以降、西岡広吉（一九四七年～一九五一年、一期） 、三木行治（一九五一年～一九六四年、四期） 、加藤武徳（一九六四年～一九七二年、二期） 、長野士郎（一九七二年～一九九六年、六期） 、石井正弘（一九九六年～二〇一二年、四期） 伊原木隆太（ 〇一二年～）と六人の知事が選出され 。二〇一二 に伊原木隆太が初の民間出身者と 知事となるまでは、継続して官僚経験者が知事として選出されて
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きた。また、各知事の在職年数も比較的長期間で安定している。　
次に首長―議会関係については、歴代の知事は自民党と友好的な関係を築き、議会における盤石な支持基盤を形
成していた。また、選挙戦において自民党からの協力も取り付け、再選を重ねることに成功していたのである。一九九六年～二〇一二年までの石井正弘県政もこのような例から漏れるものではない。一九九六年に岡山県知事となった石井正弘は、岡山県出身 東京大学法学部を卒業後、一九六九年に建設省に入省した元官僚である。建設省入省後、岐阜県民生部児童家庭課長 建設 臣秘書官、民間住宅課長、河川総務課長、大臣官房文書課長、建設大臣官房審議官を歴任した実力派である
）（
（
。
　
　
前知事長野士郎の後を受け、新進党衆 院議員であった江田五月との間で激しい選挙戦が繰り広げられた一期目
の知事選か
ら
）（1
（
、自民党の推薦を受け、県選出の国会議員と県議会議員の後援会組織に依拠した選挙戦を展開した。
石井はその後も継続して自民党の支持を受けて二選、三選時も知事選 戦った
）（（
（
。このように、一貫して県議会多数
を握る自民党 支持を受け いた。　
このようなキャリアの知事は、議会との関係性を重視しながら漸進的に政策を実行すると考えられよう。そのた
め、ある程度議会に対し妥協 するだろう 地方の県議会は自民党が議会の多数派 握 ている場合が多く、その選好は保守的であ 。このような議会と妥協を図る め、知事の選好も保守化し、政策の実現も漸進的になると考えられる。　
また、議会の運営においても、一貫して多数派を握る自民党と協調的な関係を構築してい 。岡山県の予算協議
は、本会議に提出される前に各常任委員会において何度も予算 協議 する、いわゆる「事前審査」
）（1
（
を行っており、
執行部と議 の一体性が非常に高い。このような状況においては、職員組織側はある程度、執行部 議会 選好を
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推測して人事異動を行うであろう。したがって、知事は職員組織の人事に直接に介入する必要性は低いと考えられよう。　（２） 組織編成
）（1
（
　
都道府県の組織編成権は長らく中央省庁の統制下にあった。市町村レベルの組織編成が比較的自由になされてい
る一方で、都道府県においては、内部組織の種類や数について法的な統制を受けてきた。　
制定された当初の地方自治法は、都道府県の知事部局について、その名称および数を規制していた。戦後、都道
府県は完全自治体になったにも関わらず 組織編成権に対して法的な制約が残存していたため、一九五六年に地方自治法の改正が行われ 標準局部制がと れることとなった。その結果、都道府県を人口段階別に類型化し、それぞれに対応する形で設置部と各部の所掌事務が示され、これに準じて各都道府県が組織編成 条例で定めることができるようになった。しかしながら、 の増設に関しては内閣総理大臣との事前協議制であったため、実際の都道府県組織の編成を見れば、画一的であり依然強い統制のもとにあった。　
このような組織編成権への統制は都道府県 自治権への侵害であるため、統制が徐々 緩和されていく。一九九
一年の地方自治法改正 より、標準的な局 の例示が廃止され、人口の段階に応じて局部数のみが 定されることとなった。その後も 編成権に対する規制の緩和は継続し、一九九七年に 、都道府県組織 改廃を定めた条例の自治大臣に対する事前協議制から届出制へと改正され、二〇〇三年改正によって法定局部数制も廃止された。
　
　
以上見てきたように、都道府県の組織編成は戦後長らく中央省庁の統制下にあった。時代を下るにつれて法的な
統制は徐々に緩和されてきたものの、実態としては、通達などを通じて統制が試みられ いた。その結果、近年に
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至るまで都道府県組織は安定的であり、しかも画一的であった。　
このような都道府県一般にみられる組織編成への制約を下敷きに、本稿が対象とする岡山県の組織編成がどのよ
うに変遷していったかを概観する（岡山県の組織変遷を表にまとめたものとして表３―１
を参照） 。
　
一九四五年八月の終戦後、まず戦時体制を解体するため 機構改革が行われた。このような終戦に伴う応急処置
的な措置を経て、一九四六年に総合的な機構改革が行われ知事官房と八部が設置された。一九四七年には地方自治法が制定され、県が行うべき業務が明示された。あわせて、占領期であったた 、軍政部から要請を受け遂行すべき業務も存在した。これら業務を効率的に遂行 べく、業務に応じて部局が新設され め、急速に組織が肥大化した。　
一九五〇年代初頭には、肥大化した県組織の整理統合が試 。一九五一年から一九五二年にかけて、まず、
係・課レベルの整理 開始 一九五三年には、部レベルの組織の再編へと至る。 「民生部」と「労働 」を統合して「民生労働部」が、 「農地部」と「経済部」が統合され「農地経済部」が設置された。　
また、一九五六年に地方自治法が改正され「標準局部例」が示されるとともに、部の増設には総理大臣に協議を
要するようになった。岡山県は地方自治法が定める法定部数をこえて一室七部制をとっ いたが、協議が整わなかったた
め
）（1
（
、一九五七年に法定の六部制に切り替えることとなった。具体的には、 「企画広報室」を廃し、その事務
を総務部に分掌させた。 「林務部」と「農地経済部」を統合 「農林部」 新設し　
一九五〇年代初頭から半ばにかけて、部レベルの組織が整理され、一九五七年の機構改革で法定の六部制に準拠
する組織編成が成立した。この時の組織編成が、ほぼ岡山県の行政組織の原型である。以下で見るように、公害への対応のために環境 を設置したこと 他には、旧来の組織を組み替え ことで新規の行政需要に対応してきたか
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らである。　
一九六二年には、総務部におかれていた「企画室」が「企画部」に昇格した。これは、全国的な開発行政の主導
権を各中央省庁が争う中で、自治省が主導権を握るために各都道府県に企画担当部署の「部」昇格を奨励していたことによる（稲垣
　
二〇一五
：一六八―一六九） 。また、開発に伴う弊害として公害問題が発生しており、行政と
してもこれに対処する必要があった。そこで、まず一九六七年に企画部内に公害課が設置され、次いで、一九七一年に、自然保護、公害問題などに対し総合的な対策をとるために環境部が新設されることとなった。　
一九七二年、長野士郎が岡山県知事に初当選を果たす。長野の任期中には、岡山県組織 様々な再編が行われて
いる。主だった組織編成の変化は以下の通りである。第一に、知事室を設置し、県民との対話を促進する めに公聴広報機能を加え知事直属の組織とした。第二に、 「縦割り」を廃し、県民生活に関連する行政を総合的に担う「県民生活部」を設けた。第三に、事業部門ごとの地域出先機関を統合し、総合出先機関である、地方振興局の設置である。　
地方振興局には、県民に密着した行政を総合的かつ地域の特性を生かして迅速に進めるため 、本庁から許認可
事務処理の権限が大幅に移譲されることとなった。さらに、振興局長の裁量によって支出しうる「地方振興事業調整費」を創設し、地域の特性に応じた事業に支出が出来るようにした
）（1
（
。
　
その後、一九七九年に設置された岡山県行財政対策懇談会の答申を受けて一九八一年に行われた部局レベルの機
構改革は、以下の通りである。まず、 「縦割り行政の弊害 排し、関連行政の統合を図 元的な政策対応を行う」ため、環境部と衛生部を統合し、環境保健部を設置した。次に、県民生活部を地域振興部に改め、部局横断的に対応する必要のある交通安全対策、青少年対策 ついては、マトリックス組織を導入
）（1
（
。
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次に部局レベルの組織が変化するのは一九九四年である。この機構改革は一九九三年に設置された岡山県行財政
対策懇談会の答申を受け、保健・福祉行政の一体化、および商工・労働行政の一体化を行ったものである。具体的には、旧環境保健部の環境行政を担当している部署を、地域振興部へ移管し、民生労働部の福祉行政を担当している部署を分離し、旧環境保健部の医療・保健行政を担当している部署と統合して 保健福祉 とした。また旧民生労働部の労働行政を担当している 署を商工部と統合し、商工労働部とした。　
一九九八年には、地域振興 と企画部が再編され、企画振興部と生活環境部が設置された。企画振興部には、市
町村課、国際交流課などを移管し、地方分権など、重点項目が企画業務と効率的に連動するための体制を構築また、旧地域振興 から県民生活に直接かかわる 分野を分離し、生活環境部とした。加えて、国体準備のために、国体準備局を設置した。二〇〇五年には、九か所ある地方振興局を三か所の県民局および、六か所の支局に再編する機構改革が行われた。また、六か所の支局は、地方振興局体制から県民局体制へ過渡期的に対応するため組織であり 現在では、支局は六 所の地域事務所に再編されている。　
以上まとめると、岡山県組織は、まず戦時体制からの転換および、完全自治体となったこ による事務量の増加
に対応するための体制が整えられた。次いで、開発行政や公害問題への対応などの新規業務に対応するため 組織を拡充した。この時点で まで続く県組織の大まかな形は完成したと言えよう その後は 時々 政策課題対応しながら組織を変遷させていくものの 地方自治法上の制約などもあり、既存の組織 組み替え よって対応をしてきた側面が大きい。したがって、県 組織が根本的に変化したわけで なく、比較的近年に至るまで、岡山県の組織は安定的であったということが出来る である。さら 組織編成 全国的な傾向が存在 が、岡山 における傾向も全国的なそれと大きく異な も ではな である。
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表3-1　戦後岡山県組織の主な部局変遷
（911
（S1（）
（918
（S11）
（911
（S18）
（917
（S11）
（911
（S17）
（97（
（S11）
（971
（S19）
（98（
（S11）
（981
（S11）
（991
（H1）
（998
（H（1）
1111
（H（1）
11（1
（H11）
知事官房 知事室 知事室 知事室 知事室 知事室 知事室 総合政策局
国体準備局 国体準備局
内務部 総務部 総務部 総務部 総務部 総務部 総務部 総務部 総務部 総務部 総務部 総務部 総務部
警察部 弘報局 企画広報室 企画部 企画部 企画部 企画部 企画部 企画部 企画振興部 企画振興部 県民生活部
企画室 県民生活部 地域振興部 地域振興部 地域振興部 生活環境部 生活環境部 環境文化部
青少年対策室
環境部 環境部 環境保健部 環境保健部 保健福祉部 保健福祉部 保健福祉部 保健福祉部
衛生部 衛生部 衛生部 衛生部 衛生部 衛生部 衛生部
民生部 民生部 民生労働部 民生労働部 民生労働部 民生労働部 民生労働部 民生労働部 民生労働部 商工労働部 商工労働部 産業労働部 産業労働部
教育部 労働部 同和対策室
経済部 商工部 商工部 商工部 商工部 商工部 商工部 商工部 商工部
農地部 経済部 農地経済部 農林部 農林部 農林部 農林部 農林部 農林部 農林部 農林水産部 農林水産部 農林水産部
林務部 林務部
農地部
土木部 土木部 土木部 土木部 土木部 土木部 土木部 土木部 土木部 土木部 土木部 土木部 土木部
出納事務局 出納局 出納局 出納局 出納局 出納局 出納局 出納局 出納局 出納局 出納局 出納局
地方振興局 地方振興局 地方振興局 地方振興局 地方振興局 地方振興局 県民局
出所）岡山県（一九六九）、（一九八八）、（二〇一一）を参考に筆者作成
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　（３） 出向人事　都道府県は組織編成の面だけではなく、人事の面においても中央省庁からの制約に服してきた。中央省庁がイン
フォーマルに人事に対する制約を行うメカニズムが、中央省庁からの出向である。中央省庁は、主に都道府県や政令指定都市に対して、キャリア官僚 幹部として出向させてきた。自治体、時期、省庁によって数は異なるが、概ね各省庁が所管する政策分野に対応する部署へ 出向している。　
ここで実際にどの程度の出向が行われているかを確認する。まず、総数については一九九九年～二〇一三年まで
の出向数のデータで作成した図３―１
を見ると、都道府県への出向数が概ね一二〇〇名前後、市町村への出向数
が四〇〇名前後、合計一六〇〇名前後で推移してい 。都道府県、市町村は安定して中央省庁からの出向を受け入れ続けていると言えよう。次に、省庁ごとにどの程度の出向が行われ いるかを確認する。二〇一三年 別部長級以上の出向者数データで作成した図３―２
を見ると、省庁によって出向者の数にかなり違いがあることが分
かる。総務省と国土交通省からの出向数が群を抜いて多く、農林水産省や厚生労働省などがそれに続く形となっている。　
本稿の目的に照らし、出向者を幹部職員として受け入れる慣行のもつ意味は、中央省庁、地方どちらのイニシア
ティブであれ、また、出向 いかなる目的を持っているかにかかわらず 自治体の生え抜き職員が占有しうるポストの数を制約してい という事実であ
）（7
（
。
　
本稿が対象とする岡山県 おいても、中央省庁からの出向を継続的に受け入れてきた。そこで、具体的には、ど
の幹部ポストに中央省庁からの出向者を継続的に受け入れてきたかを一覧表（表３―２）にして確認する。　
第一に、副知事のポストである。岡山県では一九六五年に副知事を複数制にして以来、基本的に 岡山県生え抜
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き職員の副知事一名、中央省庁からの出向者の副知事一名の体制である。特定の省庁の「指定席」ではないが、出向は継続して行われている。石井県政下でも、副知事は二人体制であったが、財政難のため、山口裕視が出向元の国土交通省に帰任してからは後任を補充せず、生え抜き職員の副知事一人体制にしている
）（8
（
。
　
第二に、総務部長のポストである。このポストは長野士郎県政期から石井正弘県政期にかけて、断続的に旧自治
官僚が出向している。特に石井県政下では、本田茂伸が一九九八年、黒崎一秀が一九九九年に総務部長となった時期を除けば継続 旧自治官僚の出向を受け入れている。任期も二～三年で 定であるため旧自治官僚 人事システムに組み込まれ、半ば制度化 いるものと思わ る。　
第三に、保健福祉部長のポストである。このポストは一貫して旧厚生省の医系技官の出向を受け入れている。出
向者の在職年数はおおむね二年であり、そ 後必ず医系技官が されることから、旧厚生省医系技官の人事システムそのものに組み込まれ制度化 と考えて問題な あろう　
第四に、土木部長のポストである。石井県政下では二〇〇五年から二〇〇六年にかけて岡山県生え抜きの技術職
員伊丹文雄が土木部長 就いている時期を除いて、旧建設省の技官を継続的に受け入れている。保健福祉部長のポストと同様に、旧建設省技官の人事システムに組み込まれ、制度化していると思われ　
２
　
分析対象
　
これまで、本稿が分析するデータを収集した岡山県が持つ政治的、組織的なコンテクストを確認してきた。これ
を踏まえ、分析する対象を具体的 設定し、対象を選定した理由を述べる。本稿においては、分析対象を石井正弘
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図3-1　国から地方自治体への出向者数の推移 (1999 年～2013 年 )
出所）総務省ホームページ「国と地方公共団体との間の人事交流状況」
http://www.soumu.go.jp/menu_news/s-news/01jinji02_02000108.html より筆者作成
図3-2　省庁別地方自治体の部長級以上の役職への出向者数（2013 年 8月15日現在）
出所）総務省ホームページ「国と地方公共団体との間の人事交流状況」
http://www.soumu.go.jp/menu_news/s-news/0（jinji0（_0（000（0（.html より筆者作成
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表3-2　岡山県幹部職ポストに占める出向ポスト一覧（石井県政期）
副知事 総務部 保健福祉部 土木部
（991（H8） 澤井安勇（自治） 鷺坂長美（自治） 出射勝巳 熊谷恒一郎（建設）
（997（H9）
野平匡邦（自治）
太田房江（通産）
本田茂伸 村上行範 熊谷恒一郎（建設）
（998（H（1） 太田房江（通産） 黒崎一秀 中林圭一（厚生） 森永教夫（建設）
（999（H（（）
太田房江（通産）
山口勝己（自治）
安田　充（自治） 中林圭一（厚生） 森永教夫（建設）
1111（H（1） 山口勝己（自治） 安田　充（自治） 中林圭一（厚生） 森永教夫（建設）
111（（H（1） 山口勝己（自治） 安田　充（自治） 関　英一（厚生） 森永教夫（建設）
1111（H（1）
山口勝己（自治）
大西珠枝（文部）
西藤公司（自治） 関　英一（厚生） 山中義之（建設）
1111（H（1） 大西珠枝（文部） 西藤公司（自治） 宇都宮啓（厚生） 山中義之（建設）
1111（H（1） 大西珠枝（文部） 前田一浩（自治） 宇都宮啓（厚生） 山中義之（建設）
1111（H（7） 内野淳子（厚生） 前田一浩（自治） 宮嵜雅則（厚生） 伊丹文雄
1111（H（8）
内野淳子（厚生）
山口裕視（運輸）
前田一浩（自治） 宮嵜雅則（厚生） 伊丹文雄
1117（H（9） 山口裕視（運輸） 堀井　巌（自治） 田原克志（厚生） 藤井元生（建設）
1118（H11） 山口裕視（運輸） 堀井　巌（自治） 田原克志（厚生） 藤井元生（建設）
1119（H1（） 小川康則（自治） 神ノ田昌博（厚生） 大塚俊介（建設）
11（1（H11） 小川康則（自治） 神ノ田昌博（厚生） 大塚俊介（建設）
11（（（H11） 笠置隆範（自治） 佐々木健（厚生） 平出純一（建設）
出所）岡山県職員録各年度版を用いて筆者作成
注）網掛けがされているセルは生え抜き職員を表す。
　　人名の後ろのかっこ書きは出向者の所属省庁（入省時）を表す。
三六二
岡山県政（一九九六年～二〇一二年）において部長級の職に就いていた事務職の岡山県生え抜き職員とする。　
まず、知事が職員の人事に対して一般的に与える影響について考えると、知事は職員の人事権を掌握しており、
直接公選の正統性も備えているため、人事異動 対する影響力は大きいと考えられる
）（9
（
。しかしながら、実際にその
人事権を行使しようとすれば、県庁規模の組織においては、自ら職員を登用するために人事に関する情報を収集し、処理するコストは膨大なものとなろう。また 直接公選の人事権を有する首長が人事異動 対して影響力を持つことはある意味当然のことと言える。　
知事が影響力を行使する目的は自身の政策選好の実現のためであると考えると、人事介入もその一手段であると
考えられる。しかし、知事は人事介入以外に、選好実現の手段を様々 有し おり、あえて人事に直接的に介入するインセンティブに乏 いと考えられる
）11
（
。したがって、知事が人事に対して持つ影響力が大きいとしても、直接的
な人事介入を行うことは少なく、介入を行う職員 範囲も限定的であろう。具体的には、知事が直接的に人事に介入する職員の範囲は、介入す 場合であっても、部長級の幹部職員程度 範囲を考えるのが妥当で ろう。　
そこで、対象時期を石井県政下に限定する理由は、政治的な要因を統制し、行政の論理が反映された人事異動を
分析するためであ 。具体的には、石井県政期が政治的に安定しており、知事による直接的な 介入がなされるインセンティブが小さいと からである。また仮に知事が職員の人事に対して持つ影響力が大きいとは言えない場合でも、知事の交代そのものが人事 影響を与える可能性
）1（
（
を考え、複数の知事の任期を分析対象期間とす
るのではく、石井正弘県政期に限定する 妥当である
）11
（
。
　
次いで、生え抜きの事務職員に を限定する理由である。前節で確認したように、県庁の幹部職には中央省庁
から一定のポストに対して、継続的に出向が行われている。このような出向の慣行を前提とした、県庁幹部職員の
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異動構造を明らかにするために、岡山県職員として採用された生え抜きの職員に対象を限定する。　
さらに、対象を事務職員に限定する理由は、先行研究の問題点においても指摘したように、技術職員より幅広く
部門間の をする事務職員の異動が持つ意味を明らかにするためである
）11
（
。石井正弘岡山県政期において、部長級
職に就いた者は合計九九人であり、その内、技術職員で部長級職に就いた者が九人存在するが、本稿の目的に照らし、技術職員は対象外と
）11
（
。
　
以上の理由から、本稿が分析対象とするのは、岡山県生え抜きの事務職員で、部長級の職
）11
（
にあった者とする。こ
の様な限定を付すと、分析対象者は 〇名となる。この分析対象者全 の入庁から退職まで（二〇一二年以降も在職している者は二〇一二年を終期とする）のキャリアパスデータを収集する。　
３
　
データの性質
　
ここでは、データのリソースについて説明する。本稿では主 して、岡山県総務部（のち一般社団法人岡山県総
合協力事業団）が毎年発行している『岡山県 録
』）11
（
（以下、単に職員録と言う）に基づき独自にデータを収集し
データセットを構築した
）17
（
。
　
次に、各年度の職員録から人事データセットを構築する手順を述べる。第一に、上記の職員録各年度版を用いて、
石井県政期に部長級職に就いていた者すべ リストアップし、幹部職員表を作成した。そして、この幹部職員表の中から本稿が対象とする生え抜きの岡山県事務職員を抽出した。　
第二に、職員録各年度版を利用して抽出した分析対象者のキャリアパスデータを部長級職 就いた年度から遡及
三六四
する形で収集し
）18
（
、対象となる九〇人が入庁から退職までにいかなる異動を繰り返していたかをデータセット化した。
　
第三に、前述の岡山県組織の変遷を踏まえて、なるべく組織機構改革の影響が出ないように、以下のように部局
を大括り化し、各部門に対してコードを割り振る。まず各部局を総務・企画・住民・保健福祉・産業労働・農林水産・土木の七部門に大括り化する。総務部門は１、 企画部門は２、 住民部門は３、 保健福祉部門は４、 産業労働部門は５、 農林水産部門は６、 土木部門は７、 とコードを割り振る。この大括りした各部門に対して分析対象者の経験したポストを振り分けている。各部門にどの部局が対応しているかを示しているのが表３―３
である。
　
本稿で用いるキャリアパスデータの収集期間は、一九五七年から二〇一二年まで及ぶ。上述 通り、岡山県は定
期的に組織の改革を行っているため の大括り化にあたり、組織改革前後 対応関係を調整する必要がある。ただ、組織再編は行っているも の、組織の構造 根本的な変化が生じている訳で ない。また、組織改革により部局が統廃合され、外見上大きな変化が生じたよう 見え 場合であっ も、改革前後の組織 継続性には十分配慮がなされている。加えて、地方自治体 各 業務は法令により規定され ため、 改革前後の対応関係も概ね確認可能である。よって、現在の組織編成 概ね沿う形で、上記の七部門に大括り化することに大きな問題はないと考えら る
）19
（
。
　
なお、前述の岡山県の組織の変遷を前提に、概ね現在の部門に沿って組織の大括り化を行っているが、組織の沿
革や所掌事務を考慮して必ずしも 編成通りに 括り化されていない組織もある
）11
（
。また、分析対象者は出先機関
にも異動しているため、出先機関も上記の七部門のいずれかに分類している。具体的には、個別出先機関の部署は上記の七部門のうち、どの部門の所管であるかによっ 分類している。総合出先機関の県民局（旧地方振興局）については、基本的には各部門が所管していた出先機関を「総合行政」 ために統合した組職であるから
）1（
（
、統合前の
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所管と所掌事務を考慮して各部門に割り振りをしている。　
第四に、ある部門から別の部門への異動に着目して、統合異動表を
作成する。統合異動表とは分析対象者の異動を、列に異動元、行に異動先をとりクロス集計した表である
）11
（
。具体的には、分析対象者が初職
から、
２→３→４→５
と、五つの職を経験しているとする。この場合、
初職→２、
２→３、
３→４、
４→５と合計四回の異動が取り出せる。ま
た、各 における在籍部門を前述の部門コード表にしたがってコードを割り振り、異動の前後の コードを組み合わせ 。例えば、総務部門（コード１） 企画部門（コード２） への異動であれば、 「１２」とコーディングする。このように、取り出した全て に対しコーディングを施し、合算するのであ 。　
４
　
統合異動表
　
統合異動表は、上述の通り県庁の組織を各部門に分類し、分析対象
者の異動を各部門間の異動に着目し取り出し、合算したクロス表である。最初に作成したのが、分析対象者の全異動を合算した統合異動（表３―４）である。
表3-3　部門コード表
部門／コード 部局名
総務／ （ 総務部・出納局・議会事務局・人事委員会事務局・選挙管理委員会事務局
監査委員事務局
企画／ 1 知事室・企画部・企画振興部・総合政策局
住民／ 1 県民生活部・環境部・地域振興部・環境保健部・企画振興部・生活環境部
環境文化部・教育庁
保健福祉／ 1 衛生部・環境保健部・保健福祉部
産業労働／ 1 商工部・民生労働部・商工労働部・産業労働部・地方労働委員会事務局
農林水産／ 1 農林部・農林水産部
土木／ 7 土木部
出所）筆者作成
三六六
　
この表において注目すべき点は、第一に、異動数が多いセルと少ないセルがあり、異動に偏りが見られる点であ
る。最も異動数が多いセルは、総務部門から総務部門への異動であり、異動数は三〇一である。逆に最も少ないのは、企画部門から保健福祉部門への異動であり、その数三である。これらのセルに およそ一〇〇倍の差がある。つまり分析対象者の異動の傾向には偏りがあり、ランダムに異動を繰り返しているという訳ではないことが分かる。　
第二に、同一部門内での異動が多く見られるということである。統合異動表の各セル上段には、実際の異動数を
記載し、下段には、その部門に留まる比率（同部門率） 、あるいは、他の部門へ異動した比率（流出率）を記載している。統合異動表の主 角線（左上 セルと右下 セルを結んだ対角線）上 セルが同一部門内の異動を示しているが、総務部門から総務部門への が五三％を占めるのを筆頭に各部門 保健福祉部門を例外として、概ね同一部門への異動数が占める比率が最も高くなっている。しかしながら 同一 異動 比率は、総務 から総務部門の五三％から、保健福祉部門から保健福祉部門 二％まで格差 ある。つまり 部門内 っても部門によって異動の連関の強さに違いがあると考えられる。ただし、統合異動表の分析のみでは、各 が人員を吸収可能な能力、すなわち、組織の規模の違いが原因となって、このような差 生まれている可能性が否定できない
）11
（
。
　
第三に、各部門から総務部門へ異動する比率の高さである。各部門から総務部門への異動を示すセルにおける異
動の比率は、概ね、同 内異動を示す主対角線上セルの同一 率に次いで高く っている。これから総務部門への異動が活発に行われていることを示唆している。　
第四に、保健福祉・農林水産・土木の三つの部門（事業部門）へと流入する割合が低いということである。住民
部門や産業労働部門への流入率 一〇％を超え のに し、 記三つの事業部門はいずれも流入率が一〇％を切っている。同じ事業 でも、事務職部長級経験者が異動する には偏りがあ と考えられる。
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ところで、統合異動表（表３―４）は、分析対象者のキャリアのすべてにわたって異動を合算したものである。
したがって、分析対象者の異動の全体の傾向を大まかに把握するにはこの表で十分であろう。しかし、人事異動を主導する組織の側からして、各人を入庁から退職まで全く同じ目的で異動させていると想定することはできないであろう。このことを各人の側からみれば、各人が 同じ基準で評価をされている訳ではないであろう キャリアの段階に応じて評価されている能力が異なる可能性があるということ ある。このようにキャリアの各段階において異動の目的が異なるのな ば、異動の構造も異なるであろう。　
そこで、四における計量分析では、この点も考慮して、分析対象者のキャリアデータを入庁から一〇年ごとに分
割して統合異動表を作成する。実際に計量分析を行う は この一〇年ごとに分割して作成した表であ 。ここで、一〇年ごとに分割したキャリアの各段階と 対象の職位と 対応関係を確認してお 。第一に、入庁から一〇年目までのキャリアの段階は、主任へと昇進するまでの時期に該当する。分析対象者は概ね、入庁 〇年目前後に主任へと昇進している。第二に、入庁一一年目から二〇年目までのキャリアの段階は、係長へと昇進するま の時期ある。分析対象者は、こ キャリアの段階の中盤以降、係長へと昇進している。第三に、入庁二一年目から三〇年目までのキャリア 段階では、 析対象者は課長へと昇進している。第四に、入庁三一年目以降のキャリアの段階において、分析対象者は主管課長級の職から次長級 職へ 、さらに部長級 職へと昇進していく。
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表3-4　統合異動表 ( 全キャリア )
異動先
（ 1 1 1 1 1 7
総務 企画 住民 保健福祉 産業労働 農林水産 土木 合計／比率
異動元
（ 総務
11（
11%
11
（（%
11
（1%
19
1%
11
9%
19
1%
17
7%
111
（11%
1 企画
71
11%
91
18%
18
（（%
1
（%
11
9%
（9
8%
7
1%
118
（11%
1 住民
11
11%
1（
11%
81
19%
9
1%
（8
9%
1
1%
（（
1%
119
（11%
1 保健福祉
11
11%
1
1%
（1
（（%
11
11%
9
8%
1
1%
1
1%
（11
（11%
1 産業労働
11
11%
18
（1%
（1
1%
（1
1%
97
11%
（1
1%
（1
1%
1（1
（11%
1 農林水産
11
17%
（1
（（%
8
1%
1
1%
（1
8%
17
17%
（1
8%
（18
（11%
7 土木
11
11%
8
1%
（1
7%
1
1%
1
1%
（1
7%
18
18%
（11
（11%
合計
比率
181
11%
111
（1%
119
（1%
91
1%
1（1
（1%
（19
8%
（11
9%
（11（
（11%
出所）筆者作成
注）各部門からの異動割合が最も大きいセルに網掛けを施している。
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四
　
計量分析
　
１
　
検証の方法
　
四では、三で設定した分析対象者の異動データに対して計量分析を行う。計量分析を行う主たる目的は、前述の
通り、データに基づく実証的な人事異動の実態分析の過少と、少ないながらも存在する先行研究が抱える方法論的な課題を乗り越え、各部門間における異動の連関の強さを統計的に検証することである。一方で、集計データを分析し、何らかの異動の傾向を見出したとしても、各人 異動 傾向が大きく異 っていれば、それは組織全体の異動の傾向とは言えないであろう。　
そこで、本稿では、以下の手順で分析を行うこととする。まず、分析対象者個々人の異動に関するデータに対し
て一元配置 分散分析を行う。こ 分析により、分析対象者各人の異動の傾向を把握し、さらに、入庁の世代により、異動の傾向が異なるのか、そう はないのかを検証す 。結果として、異動の傾向が異 ら い 言え のならば、集計データである統合異動表 分析から導かれることが、個人レベルで作用する全体的な傾向と考えることができよう。換言すると、一元配置の分散 を行 目的は ミクロのト ンドとマクロ トレンドの整合性を担保する手続きである。　
続いて、キャリアの段階でデータを一〇年ごとに分割して作成した統合異動表に基づき、ログリニア分析を用い
る。ログリニア分析は社会学では現在に至るまで非常にポピュラーな統計手法であるが、行政学の分野で人事異動
三七〇
分析にこの手法を用いたものは少ない
）11
（
ことを考慮して、ログリニア分析を用いる意義について説明し、手法そのも
のについても、後述することとする。　
行政学の研究などで一般的に用いられる回帰分析は、一方の変数を独立変数とし、他方の変数を従属変数と捉え
て、独立変数が従属変数に及ぼす影響、 なわち原因が結果に及ぼす影響を調べるための手法である。一方、本稿で用いるログリニア分析は 変数同士を同等に捉えて相互の関連性を調べるための手法である
）11
（
。本稿においてログ
リニア分析を用いる意義は以下 四点である。　
第一に、探索的に人事異動の構造を明らかにすることが第一の目的であるためである。地方公務員の人事異動に
関する研究蓄積の少なさに鑑みて、まず人事異動の実態を統計的 実証性をもって分析することが重要である。　
第二に、人事異動が生じる要因は多岐にわたるということである。個人の能力を考慮して特定の部署に異動させ
ることもあれば、個人の能力 ほど考慮せず、組織全体 人的資源配置を優先して異動 させ 場合もあ 。したがって、人事異動の結果を従属変数とし、ある事象を、人事異動の原因である独立変数であるとしてモデル化し、クリアな因果関係の主張や、正確な因果効果の推定をすることは困難である。　
第三に、人事異動の構造を把握する際には、各部門間において実際にどの程度の異動が生じたのかということだ
けではなく、各部門間の関連性の強さを検証する必要があるという である。統合異動表 用いた分析は実際の異動数を把握するには有効である。しかし、各部門の規模 大小（周辺分布）の影響を受けてしまうのである。つまり、異動の数自体は の規模に左右されるため、大 部門への異動数は多く、小規模部門への異動数は少なくなってしまう。これでは、大規模部門であるために生じているランダムな異動 、小規模部門であるが、一定の考慮が されて生じた異動とを区別し 評価することが難しくなって まう。そこで 異動元と異動先の分布の
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影響を統制する必要がある。ログリニア分析を使用することで、周辺分布の影響を取り除いた純粋な各部門間の関連の強度 検証 こと 出来る。　
第四に、ログリニア分析は柔軟なモデル設定が可能であり、モデルの統計的な検証が可能なことである。この利
点により、複雑な人事情報を一定程度縮約した変数節約的で、解釈可能なモデルを提示することが出来るのである。　
２
　
個人レベルのキャリア分析
　
ここで、先ほど述べた手順 従って、統合異動表を用いた組織レベルの分析に入る前に、本稿分析対象者の異動
傾向を個人のレベルから検証する。本稿が使用 データは学歴の違う採用者が含まれており、さらにコーホートデータではないため、分析対象者各人 入庁年次も異なっている。したがって個人間 異動の傾向（回数、経験部門数）が大きく異なっていたり、年代により異動の傾向が大きく異なってい りする場合、集計データで見出された異動の傾向は全体の異動の傾向を適切に反映していないという可能性が高い。　
そこで、本稿の分析対象者九〇名を採用時期から三期（一九五七年～一九六四年二三人、一九六五年～一九七二
年三三人、一九七三年～一九八三年三四人）に区分し、各期で異動の傾向が大きく異ならないということを確認する。具体的には、各期に含まれる分析対象者の、異動回数 経験部門数、経験した部門のうち上位三部門在籍年数（これを核になるキャリアとする）を比較する。　
表４―１
の上段は、分析対象者の異動傾向を入庁の時期ごとにまとめたものである。この表から、本稿の分析
対象者は採用の時期によらず 概ね同じような 動傾向を示すことが分かる。本稿のデータは収集の制約上、各人
三七二
の学歴を正確に把握することが出来ていないが、在職年数などから学歴を推測することは可能である。学歴を推測した場合、高卒者と考えられる者の多くは、採用時期を三期に分けたうちの一期目に概ね集中している。このように学歴の違いがあると考えられ もの 、各期で異動の傾向に大き 違いは見られない。各期の分析対象者の異動回数の平均は約一八回であり、経験部門数は約五回 大きな差はない。また、経験部門数の平均は約五部門が、入庁から退職までの在職期間のうち、上位 三部門の在籍期間の割合も各期で大きな違いはない。つまり、分析対象者は五部門程度を経験す もの 、実際にキャリアの核となるの 部門程度 あり、経験して る五部門すべてを均等に異動している訳ではないことが明らかになった。　
次に、分析対象者個々人の異動の傾向が採用の年代によらず共通していることを統計的に確認するために、一元
配置の分散分 行う。分散分析 比較したいグループが三つ以上ある場合に、平均値の差がある ないか 検定する方法である
）11
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。一元配置の分散分析の基本モデルは以下の通りである。
　　　 　　　　　 　　　　　　
（式４―１）
　　　
は各分析対象者の観測値、μは全体の母平均、αは採用の年代の効果である。添え字の
　
は分析対象を表し、
　
は採用の年代を表している。よって分析対象者各人の観測値
　
は、全体の母平均と、採用の年代の効果、さらに
誤差の部分に分割できる。この分析における帰無仮説 、 「三つ グループの母平均がすべて等しい」である。今回の分析では三つの採用年代の分析により帰無仮説が棄却されない場合、平均値に差はないと考えることとする。分散分析の結果を、表４―１
の下段に示した。分散分析の結果、各採用の年代の異動傾向の平均値は採用の年代
y
ij ＝
μ
＋
α
＋
ε
ij
yij
i
j
yij
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により差がないということが統計的に確認できた。　
したがって、本稿の分析対象者である県庁幹部職員は、一般的に言
われている うに数多くの分野をランダムに異動している訳ではなく、一定の核とな 部門を三つ程度保有しているということが明らかになった。また、分析対象者 よって異動回数、経験部門数に違いがなく、学歴・年代により異動の傾向 違いはな ということが明らかになったため、分析対象者各人のデータ 集計して 析する に大きな問題はなく、この後行う、集計データの分析よっ 得られた異動の傾向は適切に組織レベルの異動 傾向を反映していると考え 。　
３
　
組織レベルのキャリア分析
　
先行研究においても、少数ながら本稿と同様に異動実態をクロス集
計し、分析を試みたものがあっ 。しかしながら 単純にクロス集計表を分析することには方法論的問題が存在することは上述の通りである。具体的には、クロス集計表 分析 は以下のような困難が伴う。　
第一に、多重クロス表が持つ複雑性である。本稿が対象 する統合
異動表はキャリアの各段階変数（キャリアを一〇年ごとに区分した四
表4-1　幹部職員の年代別キャリアの比較
異動回数 経験部門数 上位1経験部門在籍年数割合　
三木行治県政　n ＝ 11 （7.719 1.871 81.19（
加藤武徳県政　n ＝ 11 （7.111 1.1（1 81.879
長野士郎県政　n ＝ 11 （8.117 1.（17 81.119
分散分析 1.719 1.971 1.911
出所）筆者作成
注）下段は分散分析の結果 (F 統計量 ) を示している。
　　***は1% 水準、**は5% 水準、* は 10% 水準でそれぞれ有意を示す。
　　しかしながら、本分析では有意差がないため記載していない。
三七四
カテゴリー構成） 、異動元変数（七部門構成） 、異動先変数（七部門構成）の三変数で構成され、四×七×七のセルをもつ三重クロス表である。二重のクロス表で、かつ さほどセルの数も多くなければ、クロス表の分析のみで一定の分析が可能である。ところが、人間の認知能力には自ずと限界があるため、多重クロス表を眺めるだけでは、適切に全体の傾向を導き出すことは難しい。直観的なクロス表の分析だけでは、いきおい観察者にとって都合のよい数値にのみ注目して、自らが既に持っている結論に適合するようにデータを解釈することになりかねない。そこで、ログリニア分析 モデル選択を通じて、多重クロス表の傾向を適切 把握することに努める。　
第二に、単純なクロス表分析では、周辺分布が統制できないということである。統合異動表に基づいた分析では
各部門の規模を統制することが出来ないため、異動数は部門 規模 大小の影響を受けてしまう。つまり、総務部門の規模が大きいならば、総務部門への異動数 多くな のは当然のことであろう。本章では、ログリニア分析におけるモデル設定の際に各部門間 連関の強さを表す数値（連関パラメータ）の推定を行い、各部門の大小を統制した部門間 純粋な連関の強さを検証することとする。　（１） モデル　次に、ログリニア分析が行政学分野 おいてあまり使用されない手法であることに鑑み、分析手法の基本的な考
え方を説明する。ログリニア分析は、統合異動表の各セルの数値を予測し、モデルの適合度を検定する方法である。統合異動表の、キャリアの段階変数を（Ａ） その各カテゴリーを
　
、異動元変数を（Ｂ） 、各カテゴリーを
　
、異
動先変数を（Ｃ） 、各カテゴリーを
　
とする。すると、最も単純な独立モデルは以下のように表現される。
　
i
j
k
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（式４―２）
　　
式４―２
の右辺第一項は、統合異動表全体の効果を表すパラメータである。第二項は、キャリアの段階の効果
である。第三項は、異動元の効果である。そして第四項は、異動先の効果を表している。反対に、最も複雑なモデルは飽和モデルと呼ばれ、本稿 場合、三変数の交互作用パラメータも加えられた形で式４―３
のように与えら
れる。なお、このモデルで推定された理論値は実際の観測値と一致する。　　　 　　　　　　　 　 　
（式４―３）
　　
このように、変数間の交互作用効果を階層的かつ個別に分解して推定できることがログリニアモデルの利点であ
る。つまり、本稿の目的に照らして言えば、各部門間の規模の大小（周辺分布）の影響を統制した純粋な部門間の連関を取り出すことが出来るということである。また 交互作用パラメータを増減させ、少ない変数で当てはまりのよいモデルを提示できることもこの手法の利点である。　
以下のログリニア分析のモデル設定にあたっては、それぞれの効果が独立であると想 する場合は、 「Ａ＋Ｂ＋
Ｃ」と加法の形式でモデルを表記する。また、それぞれ 効果が関連性を持つと想定す 場合には、 「ＡＢＣ」のように乗法の形式で 表記する。なお、統合異動表のカテゴリーと同様に、総務部門は１、 企画部門は２ 住民部門は３、 保健福祉部門は４、 産業労働部門は５、 農林水産部門は６、 土木部門は７ 表記 統合異動表と同様に、部門間の連関を表す交互作用パラメータは上記の各部門コード 組み合わせで表記される。なお、統合異動表
ln
F
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λ
＋
λ
i A＋
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k C
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には度数がゼロのセルが存在するため、すべてのセルにあらかじめ〇・五を加えて分析を行っている
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。
　
ログリニア分析を行う手順としては、まず各変数間に関連性がない独立モデル、
すなわちキャリアの段階と、異動元、異動先それぞれが無関係であるモデルを検討し、続いて、キャリアの段階や部門間の連関を想定し 交互作用パラメータを追加することでモデルを複雑化させていき、適合的なモデルを探索する。モデルの選択は尤度比カイ二乗統計量とＡＩＣ（赤池情報量基準
））18
（
の数値が低く、
　
値
が一〇％水準でも有意 ないモデルを基準 して行う。また、尤度比検定も行い、モデルが統計的に有意に改善されているかも検証する
）19
（
。
　
モデル１は、各三変数に関連がない独立モデルである。変数間に交互作用があ
るためモデルの当てはまりは悪い。モデル２はモデル１に対 、同部門内異動の効果は各部門間で異なるが、各キャリア段階では変化しない 想定して 交互作用パラメータを追加したも である。モデル２はモデル１と比べ、尤度比カイ二乗統計量、ＡＩＣの数値が大きく減少している よって、モデルの当てはまりには、部門内異動の連関が大きく影響してい と考えられる。しかし、モデル自体は一％水準で有意であ 採用 ない。　
次にキャリアの各段階における周辺分布を統制したモデルがモデル３と４
で
ある。モデル３と４
には、キャリアの各段階（Ａ）×異動元（Ｂ） 、キャリアの
p
表4-2　ログリニア分析の結果
モデル G2 df p AIC
モデル （ A+B+C 937.678 180 0.000 577.678
モデル 1 A+B+C+[（（+11+11+11+11+11+77]（時点間変化なし） 344.905 173 0.000 -（.095
モデル 1 AB+AC+[（（+11+11+11+11+11+77]（時点間変化なし） 174.745 137 0.016 -99.255
モデル 1 AB+AC+[（（+11+11+11+11+11+77]（各時点変化） 117.369 116 0.447 -114.631
出所）筆者作成
注）G2は尤度比カイ二乗統計量，df はモデルの自由度，AIC は赤池統計量基準を表す。
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各段階（Ａ）×異動先（Ｃ）という交互作用パラメータを追加している。さらに、モデル３にはモデル２と同様の同部門内異動パラメータを追加し、モデル４には、キャリアの段階において、各部門の同部門内異動の効果が異なることを想定し、七×四＝二八個の交互作用パラメータを追加した。　
まずモデル３は、尤度比カイ二乗統計量、ＡＩＣともにモデル２より大きく低下しているが、モデル１と同様に
棄却された。モデル４は、これまでに検討したモデルの中で最も当てはまりが良く、
　
値も十分に大きいためモデ
ルとして採用することができる。また、モデル３からモデル４が尤度比カイ二乗統計量の差の検定
）11
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においても、モ
デル３からモデル４では一％水準でモデルが改善している。よって、本稿ではモデル４を採用する。　
このモデル４を採用して判明したことは、基本的には同部門内での異動 強い連関が見られるが、その連関の強
さはキャリアの段階によって異なるという とである。　（２） 同部門内異動連関パラメータの推定　統合異動表では、概ね同部門内異動を表すセ の異動数が多く、特に総務部門から総務部門への異動の多さが目
立ったが、これは周辺分布の大小の影響により 動数 多くなってい 可能性があった。そのために採用されたのがログリニア分析であり、 析 結果、同部門内 の異動の連関パラメータがモデルの当てはまりに大きな影響を及ぼすことが明らかになった。ここでは具体的 、周辺分布の影響を取り除 た、部門間 純粋な部門内異動の連関の強さを示す連関パラメータの値の推移を検討する。　
この同部門内異動の連関パラメータの推移を表す図 ―１
から明らかになることは、第一に、各連関パラメー
タのキャリア段階における変化の傾向 、概ね三つに区別できるということである。すなわち ①総務部門、②企
p
三七八
画部門、③その他の部門、である。　
まず、①の総務部門内の異動は、統合異動表の分
析において最も異動数が多く、ある程度の連関は示唆されるものの、周辺分布 大きさがその原因であることが否定しえなかった。そこで、図４―１
の
総務部門内異動の連関パラメータの推移をみると分かるように、他の部門では、比較的同部門内における異動の割合が高い入庁時から入庁一〇年目までキャリア段階においても、総務部門内異動を表す連関パラメータの値は他の部門 数値よりかなり小さくなっている。他 部門の数値は 企画 を除き二前後であり、連関パラメータ だけで考えるとおよそ、総務部門内の異動を
e
（
≒1.71
倍にする効
果を示しているのに対して、 では そ門内の異動を
e
1
≒7.19
倍にする効果を持っており、
企画部門を除き、総務部門とその他の部門における連関の強さには大 な違 があることが分かる。入庁一一年目から入庁二〇年目まで キャリア 第二
図4-1　同部門内異動パラメータの推移
出所）筆者作成
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段階においては総務部門内異動を表す連関パラメータの値にほとんど変化はないが、入庁二一年目のキャリアの段階においては、約〇・五、約マイナス〇・一と負の値をとるまでに低下をしている。このように、そもそも総務部門内における異動に強い連関がある訳ではなく、異動数の大きさは周辺分布の大きさに影響を受けている部分が大きいと言える。また、もともと強くなかった連関が徐々に低下している。したがって、総務部門内異動 は強い関連性があるとは言えない。　
次に②の企画部門内における異動の連関パラメータを確認する。入庁から入庁一〇年目までのキャリア段階にお
ける連関パラメータの値は約〇・三で、このキャリアの段階では他の同部門内異動連関パラメータの中で最も低くなっている。次の入庁一一年目から入庁二〇年目のキャリア において、連関パラメータの値 約一・七まで一気に上昇す 。これは同部 での異動を
e
（.7
≒1.17
倍押し上げる効果を持っており、このキャリア第二段階と
第三段階で流入させた人的資源を、企画部門内で異動をさせる傾向があると言えよう。そ キャリアの最終段階においては、連関パラメータ 値が大きく低下して〇 近づいている。企画部門では、特にキャリアの中期段階において重点的に同部門内で異動させる傾向が見て取れよう。　
最後に③のその他の部門における部門内異動の連関パラメータは、徐々に低下していくものの、総務部門、企画
部門と比べて高い値を示している。周辺分布を統制してなお観察される高 連関パラメータの値 部門間の純粋な連関の強さを表して る。 たがって、このような傾向は、その他の事業系 部門においては、一旦事業系部門へと異動する 、比較的同じ部門内 異動を繰り返す傾向が強 るとい こと 示している。　
第二に、部門内異動の連関パラメータの値は、キャリアの段階が進行するにしたがって低下するということであ
る。①総務部門は他 部門と比べ、一貫して低 値 はあるが、キャリアの段階が進行するにつれ、元々小さかっ
三八〇
たパラメータの値がさらに小さくなっていく。②企画部門は、キャリアの中期に向かって値のピークがあるが、最終的に、値は非常に小さくなっている。③その他の部門（産業労働部門除く）の連関パラメータ 値は、キャリアの段階が進行するにつれて減少する傾向にある。つまり、キャリアの段階が進行するにつれて、部門内異動の連関が弱くなるということである。五
　
おわりに
　
１
　
本稿で得られた知見と含意
　
本稿では、岡山県幹部職員の人事データを用いて、異動の実態について分析を試みた。その結果明らかになった
知見を以下にまとめ、最後に人事異動を分析するための簡単な見取り図を示すことで、本稿を閉じることとしたい。　
本分析で明らかになった知見は、第一に、個人レベルのキャリアにおいて、県庁組織では、幹部候補職員は一定
の幅を持って異動をしているということである。従来、通念的に地方公務員はジェネラリスト的にさまざまな部門を異動していると考えられ た。しかし、独自に収集した人事データを分析した結果、三つ程度の部門 軸として、概ね五部門を職員としてのキャリアの過程で経験しており 同部門内での異動を基本としているということが明らかになった。このような異動 構造は 一般的に言われ いるような「ジェネラリスト」的な異動 は異なるものである。さらに、入庁年次により異動の傾向が大きく異ならな ことも明らかになった。幹部候補職員が通時的に一定の方法で管理をされていることが示唆されよう。
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第二に、組織レベルのキャリアにおいて、全体として、同部門内で異動をする傾向が強いということである。た
だし、その同部門内で異動する傾向の強さは、入庁してからのキャリアの段階、および、部門によって異なる。全体的な傾向としては、まず、キャリアの初期の段階（入庁～入庁一〇年目まで）には、同部門内異動の割合が他のキャリアの段階に比べ相対的に高い。次に、キャリアの中期の段階（入庁一一年目～入庁三〇年目まで）では、同部門内での異動を基本としながらも 入庁三一年目以降のキャリアの最終段階においては、異動の構造に特定 パターンを見出すことが困難になる。個別の部門を見ると、総務部門では一貫して部門内で異動する傾向が弱く、企画部門では、 中期の段階、その他 事業系部門では、キャリア 初期段階で部門内 を繰り返す傾向が強く、徐々に部門内異動をする傾向が弱くなる であ 。　
それでは、本稿で明らかになった、県庁幹部職員が一定 幅を持って、同一部門内の異動を繰り返す傾向にある
という異動の構造は、地方公務員組織において、いか 意味を持つ あろうか。地方公務員 人事異動も、経営学における「知的熟練論」が言うように、各人 対して特定 職務領域に関する専門性を付与するという技能形成の機能を果たしているとする解釈を導き出すことは適切であろうか。確か 本稿の分析対象者は、経験 については概ね三部門程度を基本にしており、相対的 異動も同部門内で行う傾向が強いも 、同部門内での異動の割合、同部門内異動の連関パラメータの値は キャリアの段階 進行す につれて、減少傾向にある。キャリアの段階が進行するにつれて、通常は、各人の専門性が向上 る 考えられるため、キャリアの段階が進行するにつれ、異動 傾向が拡散する のは、技能形成 面からみて、積極的な正当化が困難 ろう。さらに、個人のキャリアパスデータを見ていく キャリア全体を通じ は上記の傾向が当てはまる一方 各経験部門の経験時期には不連続も目立つ。技能形成を目的とす ならば、各部門を不連続に経験させる理由が乏しいであ
）1（
（
。
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このように考えると、本稿の分析から得られる含意は、第一に、技能形成という分析視角によってのみ、地方公
務員の人事異動を説明することには大きな限界があるということである。さらに言えば、幹部職員の異動を分析する場合、技能形成という分析視角で説明しうることは まり多くはないと思われるということである。例えば、析対象者各人が、不連続ではあるが一定の幅の中で異動をす 傾向にあるのは、こ までに経験した 署を勘案し異動に伴って発生する新規に業務を学習するコストを軽減する試みであると解釈す とも十分に可能 ろうし、事実そのような側面も当然にある あろう。　
しかしながら、筆者が本稿のデータ収集に付随して収集した、総務部税務課の管理職員（税務副課長、税務課長
代理、税務参事）のキャリアパスデータを見ると、前二者 キャリアパスには税務に偏った異動は見られなかったものの、税務参事に関しては、キャリアのほ んど 税務関係 部署で異動してい のである。これ 、専門性の蓄積にも配慮した人 が地方公 組織 おいても行われていること 示唆 。これらを踏まえ 得れる含意として 第二に、地方自治体の組織において、 「複線型人事」が行われてい 可能性が示唆されよう　
このように、組織的管理のために、制度的改革により導入が推奨されている制度が持つ機能と重複するかのよう
な慣行が既に存在する可能性がある。当然、こ ような慣行は社会的な要請により導入された訳で ないため、あくまで内部の組織管理のための「内向き」 慣行である。しかしながら、実態として、 「複線型人事」の機能と一部重複する 存在する以上、このような実態を踏まえないまま制度改革を っても、既存の慣行に制度が吸収されてしまうだけであろう。真渕（一九九九）が指摘するように 改革が行われていないとき そ変化（ 「改革なき変化」 ）が生じているのかもしれない。
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２
　
本稿の限界と今後の展望
　
本稿の持つ限界は、第一に、可能な限り正確に異動の実態を捉えようとしたため、対象とする自治体が岡山県に
限定されており、さらに、対象となる職位も部長級に限定されている。一般化の可能性を考えるならば、他の都道府県へと対象を広げたり、対象とする職位も広げたりする必要があろう。　
第二に、地方公務員人事を内部管理の側面に焦点を当てて論じていることである。公務員組織と民間組織の最も
大きな違いは、政治家という本人が存在することであ
る
）11
（
。この「政治の論理」 （曽我
　
二〇〇八
：一九）もあわせ
て解明することで 地方公務員の人事を総合的に解明することが出来 と考えられる　
第三に、本稿は人事部門がいかなる意図を持って幹部職員を異動させ いるかという「組織の論理」から幹部職
員の異動を考察している点である。つま 事異動において、人事部門が一方的に影響力を行使しているという前提で分析をしているのである。しかしながら 影響力を持つのはこの二者だけではない。例えば、人事部門と各部門との関係に注目す と、各部門のライン管理職は自部門の利益 ため 優秀な人材を抱え込もうとするインセンティブを持つ一方、人事部門は組織全体の効率性を考慮した人材の配置を達成しようとするインセンティブを持つと考えられる。加えて 各部門の管理職は優秀な人材 ついての詳細な人事情報を保有している一方、人事部門は詳細な人事情報 保有し いない可能性 高い。そのため、各部門 優秀 材 抱え込もとす 「部分最適的」な行動 、人事部門 「全体最適的」な行動 対抗関係が存在すると考えられよう。 ような「異動の力学」 （八代
　
一九九九）も考察の範疇に含める必要があろう。
　
最後に、いかなる視角をもって人事を分析すれば、実態を的確に捉えられるのか若干述べることとしたい
）11
（
。まず、
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実際の人事異動が発現する空間を適切に設定することが必要であろう。従来人事研究において主たる関心を向けられていた人事制度は、人事の実態に影響を与えるべく存在している。しかしながら、人事制度は他の変数と無関係に人事異動に影響を及ぼすものではない。人事制度や、政治的環境、社会経済的環境、組織構造など、複数の変数によって織りなされた空間において人事異動は行われる。そこで、人事制度や、その他変数により構成された空間を設定し、そこにおけるミクロな人事異動の実態と、人事制度などのマクロな変数とを対応させて分析する必要があろう。　
加えて、設定された空間と、発現した人事異動を、歴史的な時間軸に位置付ける必要があると思われる。ある時
期に一定の影響を及ぼし いた要因が、別の時期においては異なる影響を与え ということは十分に想定可能である。人事異動が行われる空間と、そこで発現する人事異動 は、歴史的な文脈の中でこそ 解釈されなければならないであろう。　
このように、複雑な要因が絡まりあって、人事異動が現出するための空間が構成されている。この人事異動が発
現する空間の分析と、実際に発現した人事異動の実態とを対応させて分析し、さらに、歴史的 時間軸に分析を位置付けることで、より的確に人事異動という現象を捉えることが出来ると言えよう。本稿は、人事異動を捉える包括的な枠組みを模索す ための第一歩として位置づけられるのである。
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（
1）　
人事異動は、職位の上昇を伴う垂直的な異動と、職位の上昇を伴わない水平的な異動に区別できる。これらは概念的に
は区別できるものの、当然両者には密接な関係が存在する。しかしながら本稿では、先行研究においてあまり注目されていなかった水平的な異動に焦点を当てる。
（
2）　
東京都管理職人事を対象にした貴重な実証研究として、林（二〇一四）がある。
（
3）　
このような考え方は行政学、地方自治に関する教科書にも記述があるため、一般的に受け入れられていると考えられる。
例えば、真渕（二〇〇九
：三七四）などを参照。
（
4）　
前浦（二〇〇四）は、ある県の人事データをクロス集計し、事務職員も通念的に言われて るよう ジェネラリストで
あるとは言い切れないとするが、後述するように単純なクロス集計による分析であるという問題がある。
（
5）　
 水谷（二〇一三
：三九〇）はこのような能力が日本の官僚制において肥大化しやすいと指摘している。
（
6）　
 例えば、前浦（二〇〇二）や、松尾（二〇〇二）などを参照。
（
7）　
人事異動の目的に「マンネリの解消」とするものと て、中嶋（二〇〇二）を参照。しかしながら、この論文は市レベ
ルにおける聞き取り調査をもとにしてい ため、そ まま県庁レベルの議論に当てはめることが出来るかは留保が必要である。
（
8）　
稲葉他（二〇一〇
：九二～九六）は、人事異動を何と何とを適合させるかという観点から、人事異動を三つに分類して
いる。すなわち、①人材とタスクとの適合、②人材と組織全体との適合、③人材と将来性との適合、である。
三八八
（
9）　
石井まさひろホームページのプロフィールを参照。
http://ishii-m
asahiro.jp/profile/index.htm
l （二〇一五年九月一〇日最
終アクセス）
（
10）　
一九九六年の岡山県知事選における石井正弘の擁立の過程については、藤村（二〇一三
：一三九～一四〇）を参照。
（
11）　
なお、最後四選目の時は、自民党本部の規定に、四選以上の者の推薦を禁じる事項があるため、推薦は見送られ自主投
票となっている。
 
（
12）　
岡山県議会議員の多くが、事前審査について述べている。例えば、岡山県議会議員中塚周一のホームページなど参照。
http://w
w
w
.shuchan.com
/bridege.htm
l （二〇一五月九月一〇日最終アクセス）
（
13）　
以下の整理は、磯崎・金井・伊藤（二〇一四
：七五～七七） 、谷畑（二〇〇三
：六一～七三）を参考にした。
（
14）　
岡山県（一九六九
：六八）
（
15）　
長野（二〇一四
：四七）は、 「これ（地方振興事業調整費：筆者注）があるので振興局長は本庁の部長どころではなくて
偉くなってしまった。 」と述べている。各地方振興局長の権限が大きなものではあるが、各振興局には「格」があると考えるのが妥当である。そこで、九ある地方振興局のうち、二〇〇五年に県民局として再編された後に県民局の本庁舎がおかれている、旧岡山地方振興局、旧倉敷地方 、旧津山地方振興局の振興 長ポストを集計の対象とした。
（
16）　
複雑な環境に適応するため、各人が従来の組織と、個別プロジェクトの組織などに同時に所属すること いう。マトリ
ックス組織については桑田・田尾（二〇一〇
：一五九～一六〇）を参照。
（
17）　
加藤一明・加藤芳太郎・渡辺（ 九七三
：二二二）は、中央省庁からの出向人事が、 「地方自治体独自の人事管理とは系
統を異にした人事管理」とし 共存していると指摘している。
（
18）　
二〇一二年 一月に伊原木隆太が知事となってからは、副知事二人体制を復活させている。
（
19）　
林（二〇一四）は、東京都管理職員（部課長レベル）の人事異動において 知事の影響力を明確に見出すことは出来
ないとしている。林も指摘するように、明確に影響力を見出すことが出来ないからと言って、影響力を否定することは出来ないものの、少なくとも直接的に人事異動に介入するこ は少ないということは出来るであろう。
（
20）　
 市レベルではあるが、長期在任の首長は人事にあえて介入し いことで、職員 モラールを維持しているとするものに、
松並（二〇一二）参照。
（
21）　
例えば、知事が意図的に部長級職にある者を交代させ のではなく 前任 知事の退任に伴い、部長級職にあ 者が自
らの意思で退職する場合が考えられる。なお、県職員の定年は六〇歳 あるが、退職勧奨により定年まで勤続するものは少ない。二〇〇九年二月定例議会において渡辺義幸県議会議員 よる退職勧奨の現状を確認する質問に対して、石井正弘
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（都法五十六
-
二）
県知事は、六〇歳の定年により退職したのは約三〇％であると答弁している。岡山県議会ホームページ会議録参照。http://giji.pref.okayam
a.jp/discuss/cgi-bin/W
W
W
fram
eB
ase.exe?A
=
fram
eB
ase&
U
SR
=
w
ebusr53&
P
W
D
=
&
L
=
1&
S=
31 （二〇一五
年九月一〇日最終アクセス）
（
22）　
 他に、石井県政期に時期を限定する理由は、データの制約並びに、一九九〇年代に入り、自治体採用の職員が部長級を
占めるようになったからである。稲継（二〇〇〇
：八一） 。
（
23）　
 ある県において、部・次長級まで達する者は事務系に限られたことから 昇進管理が事務職員であるか、技術 であ
るかの別によることを指摘したものとして、前浦（二 〇二）を参照。
（
24）　
 この九人の就いた部長級職の内訳は、土木部長、都市局長、岡山地方振興局長 産業労働部長である。この九人の異動
を確認すると、基本的に採用された職種に応じた部門に配置され、その部門内を異動するという特徴がある。なお、事務職員と技術職員の部長級職をめぐる関係性は本稿の範囲を越えるため、問題としない。
（
25）　
本稿において、部長級の職とは、本庁部長・危機管理監・政策審議監・出納局長・県民局長・岡山地方振興局長・倉敷
地方振興局長・津山地方振興局長・東京事務所長・人事委員会事務局長・監査委員事務局長・議会事務局長である。これらの職は、岡山県の「初任給、昇格、昇給等の基準に関する規則第三条別表第一」に掲げられている、職 級が九級の、①本庁部長の 務、②極めて困難な業務 所掌する出先機関 長の職務、③理事の職務、に相当す 。
（
26）　
職員録は、基 的 は関係者に対して頒布されるものであるが、岡山県では県立図書館で閲覧が可能である。
（
27）　
職員録の発行は各年一回のため、四月に実施される人事異動しか反映されていないが 県においては毎年四月に定
期人事異動が行われている。これ以外 人事異動は、特別職の交代や、休職者等の補充等、イレギュラー ケースであるので、考慮しないこととする。
 
（
28）　
 キャリアパスを遡及する際は、職員録各年度版の最後に記載されている人名索引を参照し、所属部署とポストを毎年度
確認した。なお、昭和四〇年度以前の職員録には人名の索引が記載されていないため、可能な限りデータを収集しているが、入庁年次が古い者はキャリアの初期段階 データに若干の欠損があ 。しかし データが欠損している者も退職年から逆算した入庁年に照ら て、大きな欠損がある訳で ないため 全体の分析に大きな影響ないと考 ら 。
（
29）　
このような分類には、社会的な環境変化により組織、事務の性質が変化している可能性を捨象しているという問題があ
る。しかしながら、このような変化それ自体が重要な研究のテーマとなろ 。本稿の目的から、組織の大括り化に伴い多少のバイアス 生じたとしても、これを自覚したうえで、組織の統一的 コーディングを施すこ が必要である。
（
30）　
例えば、市町村課は長らく総務部に置かれており、のち 地域振興 に移されてい が、統一的にコーディングするた
三九〇
めそのまま総務部門へ割り当てている。また、教育関係の部局はその性質から、住民部門に含めてあるが、分析対象者に教育関連の部局を異動している職員は一名のみであるため、集計データに大きなバイアスをもたらすものではない。
（
31）　
地方振興局内には、地域政策室など、各部の出先機関に組織の沿革を持たない部署も存在する。このような部署は所掌
事務を考慮して各 門に割り当 ている。
（
32）　
今田・平田（一九九五）の方法にならい作成している。
（
33）　
二〇一三年単年のデータだが、岡山県一般行政職の構成比は以下の通りである。議会・総務一八％、税務六％、民生九
％、衛生一四％、労働二％、農水二六％、商工四％、土木二一％ である。なお、本稿における部局のコーディングとは必ずしも一致しておらず、事務職員と技術職員の区別も不明である。岡山県ホームページ「岡山県の給与・定員管理等について
　
平成二五年度の状況」
http://w
w
w
.pref.okayam
a.jp/page/detail-20004.htm
l （二〇一五年九月一〇日最終アクセス）
（
34）　
労働経済学の分野で民間企業 人事異動分析にこの手法を用いた研究として、今田・平田（一九九五）がある。公務員
については、警察官僚を対象とした、一瀬（二〇一二） 、東京都管理職員を対象とした 前掲林（二〇一四）がある。
（
35）　
ロジスティック回帰 析とログリニア分析は本質的 は同じ手法である。これら手法 関係については、粕谷（二〇一
二
：八〇）を参照。
（
36）　
分散分析については、苫米地なつ帆（二〇一四
：第四章）を参考にしている。
（
37）　
 この処置は、
log0 は定義できず、度数ゼロのセルが存在すると推定が安定しないため必要である。
A
gresti （二〇〇三
：
二六四～二六七）参照。
（
38）　
尤度比カイ二乗統計量とは、ピアソンのカイ二乗統計量とほぼ同じ値をとり、同じようにカイ二乗分布をするので、カ
イ二乗検定に用いることができる。太郎丸（二〇〇五
：八六） 。また、ＡＩＣ（赤池情報量基準）とは、
A
IC
=
G
2-2df で定
義され、この数値が小さいほど母集団の分布によく当てはまっているモデルであると考えられる。
（
39）　
以下の分析では、
J.K
.V
erm
unt が作成したプログラム
L
E
M
を使用した。本プログラムはインターネット上で入手可能で
ある。
http://m
em
bers.hom
e.nl/jeroenverm
unt/ （二〇一五年九月一〇日最終アクセス）詳細なマニュアル
V
erm
unt （
1997 ）
も付属している。
（
40）　
尤度比カイ二乗統計量の差の検定とは、推定パラメータを追加してモデルを複雑 することで、有意に尤度比
統計量が減少するかどうかを検定する方法である 具体的な計算の方法については、太郎丸（二〇〇五
：一三二、一四二）
を参照。
（
41）　
内田（二〇〇九）は、従来の経営学における「知的熟練論」において説明が難しい各 のキャリアの不連続性 、 「差異
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（都法五十六
-
二）
認識による類推学習」を促し、マネジメント能力を涵養するものと解釈している。本稿では内田のように詳細な聞き取りを行っていないため、この論点に触れることが出来ないが、マネジメント層に達した者に、過去を振り返る形で聞き取りがされているため、実際に「差異認識による類推学習」の過程であったか判然としない。
（
42）　
 M
oe （
2013:chap28 ）は、
 政治家には、常に行政組織を自らの利益に資するように設計するインセンティブがあるため、
「官僚組織は完全に政治的である」と主張する。
（
43）　
 従来の人事の枠組みに対して、オルタナティブを提示しようと試みた研究として、田邊（一九九三）を参照。
